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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針｣にて設定している構造強度に基づき，浸水防護施設

のうち床ドレンライン浸水防止治具が設計用地震力に対して，主要な構造部材が十分な構造健全

性を有することを確認するものである。評価は，床ドレンライン浸水防止治具の固有値解析，応

力評価，機能維持評価及び構造健全性評価により行う。 

床ドレンライン浸水防止治具は，浸水防護施設としてSクラス及びCクラス施設に分類される。

以下，浸水防護施設としての構造強度評価を示す。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

   床ドレンライン浸水防止治具の設置位置を表2－1に示す。 

 

表2－1 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置 

機器名称 建屋 設置階 高さ(mm) 

床ドレンライン 

浸水防止治具 

原子炉建屋 

地下３階 T.M.S.L.－8200 

地下２階 T.M.S.L.－1700 

地下１階 T.M.S.L.＋4800 

タービン建屋 

地下２階 T.M.S.L.－5100 

地下中２階 T.M.S.L.－1100 

地下１階 T.M.S.L.＋4900 

地上１階 T.M.S.L.＋12300 

コントロール建屋 
地下２階 T.M.S.L.－2700 

地下中２階 T.M.S.L.＋1000 

廃棄物処理建屋 地下３階 T.M.S.L.－6100 

建屋外周エリア － － 

 

  



3 

K
7
 
①
Ⅴ
-
2
-1
0
-
2-
4
-
1 
R
1 

2.2 構造計画 

  (1) フロート式治具 

フロート式治具は，フロート式の浸水防止治具であり，配管内で逆流が発生するとフロー

トが押上げられ，弁座に密着することで止水する。フロート式治具の構造計画を表2－2に示

す。 

 

表2－2 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

フロート

式治具 

外ねじ 

取付型 

弁座を含む弁

本体，弁体であ

るフロート及

びフロートを

弁座に導くフ

ロートガイド

で構成する。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とす

る。 

 

内ねじ 

取付型 

 

フランジ 

取付型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定

し，弁本体

フランジと

取付金具を

ボルトで固

定する。 

 

 

 

  

フロート 

弁座 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

既設配管 

弁座 

フロート 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

 既設配管 

弁本体 

取付金具 

弁座 

フロート 

フロートガイド 

既設配管 

台座 
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(2) スプリング式治具 

 スプリング式治具は，スプリング式の浸水防止治具であり，ばね圧により常時弁体が弁座

に密着している。配管内で逆流が発生すると，弁体の下方からの圧力が加わり，弁体と弁座

の密着が維持されることで止水する。スプリング式治具の構造計画を表2－3に示す。 

 

表2－3 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

スプリン

グ式治具 

外ねじ 

取付型 

弁座を含む弁

本体及び弁体

並びに弁体を

弁座に導くガ

イドで構成す

る。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とする。 

 

内ねじ 

取付型 

 

フランジ 

取付型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定し，

弁本体フラ

ンジと取付

金具をボル

トで固定す

る。 

 

 弁体 

弁本体 

既設配管 ばねガイド 
ガイド 

ばね 

ねじ切り部 

弁座 

ガイド  弁体 弁座 
弁本体 

ばねガイド 

ばね 

既設配管 

ねじ切り部 

弁体 
 取付金具 

 弁座 
 弁本体 

台座 

既設配管 

ガイド 

ばねガイド 

ばね 
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(3) 閉止キャップ 

    閉止キャップは，配管に蓋をすることで配管内の順流及び逆流を止水する。閉止キャップ

の構造計画を表2－4に示す。 

 

表2－4 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉止 

キャップ 

閉止キャップで

構成する。 

配管にねじ込み固

定する。 

 

 

  

閉止キャップ 

ねじ切り

既設配管 

O リング又はパッキン 
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(4) 閉止栓 

閉止栓は，配管に蓋をすることで配管内の順流及び逆流を止水する。閉止栓の構造計画を

表2－5に示す。 

 

表2－5 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉止栓 
閉止栓で構成す

る。 

ゴムの圧着により固

定する。 
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 2.3 評価方針 

  (1) フロート式治具 

フロート式治具の耐震評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針｣にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，｢2.1 構造計画｣に示すフロート式治具の構造を踏ま

え，｢3. 評価部位｣にて設定する評価部位において，｢4. 固有周期｣にて算出した固有周期

に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，｢5. 構造強度評価｣にて

示す方法にて確認することで実施する。また，フロート式治具の機能維持評価は，フロート

式治具の固有周期を考慮して機能維持評価用加速度を設定し，設定した機能維持評価用加速

度が機能確認済加速度以下であることを｢6. 機能維持評価｣にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。さらに，構造健全性評価により耐震評価を実施する評価部位については，フ

ロート式治具の機能維持評価結果に基づき構造健全性を確認することで実施する。応力評価，

機能維持評価及び構造健全性評価の評価結果を｢7. 評価結果｣にて確認する。 

    なお，機能確認済加速度には，正弦波加振試験において，止水性の機能の健全性を確認

した加振波の最大加速度を適用する。 

    耐震評価フローを図2－1に示す。 
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図2－1 耐震評価フロー（フロート式治具） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

フロート式治具の 

機能維持評価 
フロート式治具の 

構造強度評価 

理論式による固有周期 

計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 機能維持評価用加速度 
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(2) スプリング式治具 

    スプリング式治具の耐震評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針｣にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，｢2.1 構造計画｣に示すスプリング式治具の構造を

踏まえ，｢3. 評価部位｣にて設定する評価部位において，｢4. 固有周期｣にて算出した固有

周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，｢5. 構造強度評価｣

にて示す方法にて確認することで実施する。また，スプリング式治具の機能維持評価は，ス

プリング式治具の固有周期を考慮して機能維持評価用加速度を設定し，設定した機能維持評

価用加速度が機能確認済加速度以下であることを｢6. 機能維持評価｣に示す方法にて確認

することで実施する。さらに，構造健全性評価により耐震評価を実施する評価部位について

は，スプリング式治具の機能維持評価結果に基づき構造健全性を確認することで実施する。

応力評価，機能維持評価及び構造健全性評価の評価結果を｢7. 評価結果｣にて確認する。 

    なお，機能確認済加速度には，正弦波加振試験において，止水性の機能の健全性を確認

した加振波の最大加速度を適用する。 

    耐震評価フローを図2－2に示す。 
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図2－2 耐震評価フロー（スプリング式治具） 

 

  

スプリング式治具の 

機能維持評価 
スプリング式治具の 

構造強度評価 

理論式による固有周期 

計算モデルの設定 

設計用地震力 

機能維持評価用加速度 地震時における応力 
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(3) 閉止キャップ 

    閉止キャップの機能維持評価は，閉止キャップの固有周期を考慮して機能維持評価用加速

度を設定し，設定した機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを｢6. 機

能維持評価｣に示す。さらに，構造健全性評価により耐震評価を実施する評価部位について

は，機能維持評価結果に基づき構造健全性を確認し，機能維持評価及び構造健全性評価の評

価結果を｢7. 評価結果｣にて確認する。 

    なお，機能確認済加速度には，正弦波加振試験において，止水性の機能の健全性を確認

した加振波の最大加速度を適用する。 

    耐震評価フローを図2－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記：機能維持を確認することにより，評価部位が構造健全性を有することを確認する。 

 

図2－3 耐震評価フロー（閉止キャップ） 

  

設計用地震力 

固有周期 

閉止キャップの機能維持評価 

機能維持評価用加速度 
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(4) 閉止栓 

    閉止栓の機能維持評価は，閉止栓の固有周期を考慮して機能維持評価用加速度を設定し，

設定した機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを｢6. 機能維持評価｣

に示す。さらに，構造健全性評価により耐震評価を実施する評価部位については，機能維持

評価結果に基づき構造健全性を確認し，機能維持評価及び構造健全性評価の評価結果を｢7. 

評価結果｣にて確認する。 

    なお，機能確認済加速度には，正弦波加振試験において，止水性の機能の健全性を確認

した加振波の最大加速度を適用する。 

    耐震評価フローを図2－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記：機能維持を確認することにより，評価部位が構造健全性を有することを確認する。 

 

図2－4 耐震評価フロー（閉止栓） 

 

  

設計用地震力 

固有周期 

閉止栓の機能維持評価 

機能維持評価用加速度 
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2.4 適用基準 

   適用する規格，基準等を以下に示す。 

  (1) 発電用原子力設備規格 設計･建設規格 2005年版（2007年追補版含む。） ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005/2007（日本機械学会） 

  (2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

  (3) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類･許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

（日本電気協会） 

  (4) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

  (5) 機械工学便覧（日本機械学会） 
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 2.5 記号の説明 

  (1) フロート式治具 

フロート式治具の固有周期の計算に用いる記号を表2－6に，応力評価に用いる記号を 

表2－7にそれぞれ示す。 

 

表2－6 フロート式治具の固有周期の計算に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａ モデル化に用いるフロートガイドの有効断面積 mm2 

ｄｍ モデル化に用いる弁本体の内径 mm 

Ｄｆｍ モデル化に用いるフロートガイドの直径 mm 

Ｄｍ モデル化に用いる弁本体の外径 mm 

Ｅ モデル化に用いるフロートガイドの縦弾性係数 MPa 

ｆ 浸水防止治具の一次固有振動数 Hz 

Ｔ 浸水防止治具の固有周期 s 

Ｉａ モデル化に用いるフロートガイド1本の断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ モデルの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ１ モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ２ モデル化に用いるフロートガイド4本の等価断面二次モーメント mm4 

ｋ モデルのばね定数 N/m 

ℓ１ モデル化に用いる弁本体の長さ mm 

ℓ２ モデル化に用いるフロートガイドの長さ mm 

ｍ モデル化に用いる弁の全質量 kg 

ｙｇ フロートガイドの図心GとX軸の距離 mm 
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表2－7 フロート式治具の応力評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 基準地震動ＳＳによる水平方向の設計震度 － 

ＣＶ 基準地震動ＳＳによる鉛直方向の設計震度 － 

Ａ１ 弁本体の断面積 mm2 

Ａ２ フロートガイドの最小断面積 mm2 

ｄ１ 弁本体の内径 mm 

Ｄ１ 弁本体の外径 mm 

Ｄ２ フロートガイドの最小直径 mm 

ＦＨ１ 弁本体の最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨ２ フロートガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＶ１ 弁本体に加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶ２ フロートガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

ɡ 重力加速度 m/s2 

Ｓ 
ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ 付録材料図表Part5表5鉄鋼材料（ボルト材を

除く）の各温度における許容引張応力 
MPa 

Ｉ１ 弁本体の断面二次モーメント mm4 

Ｉ２ フロートガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｌ１ 弁全体の長さ mm 

Ｌ２ フロートガイドの長さ mm 

ｍ１ 弁の全質量 kg 

ｍ２ フロートガイド1本当たりの質量 kg 

Ｍ１ 弁本体に発生する曲げモーメント N･mm 

Ｍ２ フロートガイドに発生する曲げモーメント N･mm 

Ｗｄ１ 弁全体の常時荷重 N 

Ｗｄ２ フロートガイド1本当たりに作用する常時荷重 N 

σＨ１ 弁本体に加わる曲げ応力 MPa 

σＨ２ フロートガイドの最小断面積に加わる曲げ応力 MPa 

σＶ１ 弁本体に加わる引張応力 MPa 

σＶ２ フロートガイドの最小断面積に加わる引張応力 MPa 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の固有周期の計算に用いる記号を表2－8に，応力評価に用いる記号を 

表2－9にそれぞれ示す。 

 

表2－8 スプリング式治具の固有周期の計算に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

ＡＧ モデル化に用いるガイド（矩形，円形）1本の断面積 mm2 

ｄ２ モデル化に用いるばねガイドの内径 mm 

Ｄ２ モデル化に用いるばねガイドの外径 mm 

ＤＧ モデル化に用いる円形ガイド1本の断面における直径 mm 

Ｅ モデル化に用いる部位の縦弾性係数 MPa 

ｆ 浸水防止治具の一次固有振動数 Hz 

Ｔ 浸水防止治具の固有周期 s 

Ｉａ モデル化に用いる円形ガイド1本の断面二次モーメント mm4 

Ｉａ１ モデル化に用いる矩形ガイド1本の弱軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉａ２ モデル化に用いる矩形ガイド1本の強軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ モデルの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ１ モデル化に用いる弁本体・ガイドの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ２ モデル化に用いるばねガイドの等価断面二次モーメント mm4 

ｋ モデルのばね定数 N/m 

ℓ１ モデル化に用いる弁本体・ガイドの長さ mm 

ℓ２ モデル化に用いるばねガイドの長さ mm 

ℓｂ モデル化に用いる矩形ガイド1本の断面における長辺の長さ mm 

ℓｈ モデル化に用いる矩形ガイド1本の断面における短辺の長さ mm 

ｍ モデル化に用いる浸水防止治具の全質量 kg 

ｙｇ モデル化に用いるガイド（矩形，円形）の図心GとX軸の距離 mm 
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表2－9 スプリング式治具の応力評価に用いる記号(1/2) 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 基準地震動ＳＳによる水平方向の設計震度 ― 

ＣＶ 基準地震動ＳＳによる鉛直方向の設計震度 ― 

Ａ１ 弁本体・ガイドの最小断面積 mm2 

Ａ２ ばねガイドの最小断面積 mm2 

ＡＧ ガイド（矩形，円形）1本の断面積 mm2 

ＡＤ 弁体の断面積 mm2 

ｄ２ ばねガイドの内径 mm 

Ｄ１ 弁本体・ガイドの最大外径 mm 

Ｄ２ ばねガイドの外径 mm 

ＤＧ 円形ガイド１本の外径 mm 

ＤＤ 弁体の直径 mm 

ＤＺ 弁体の軸の直径 mm 

ＦＨ１ 弁本体・ガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨ２ ばねガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨＺ 弁体の軸に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＶ１ 弁本体・ガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶ２ ばねガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶＤ 弁体の円盤に加わる鉛直方向の荷重 N 

ɡ 重力加速度 m/s2 

Ｉ１ 弁本体・ガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｉ２ ばねガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｉａ１ 矩形ガイド1本の弱軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉａ２ 矩形ガイド1本の強軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉａ 円形ガイド1本の断面二次モーメント mm4 

ＩＺ 弁体の軸の断面二次モーメント mm4 

Ｌ１ 弁本体・ガイドの長さ mm 

Ｌ２ ばねガイドの長さ mm 

ＬＺ 弁体の軸の長さ mm 

ℓｂ 矩形ガイド1本の断面における長辺 mm 

ℓｈ 矩形ガイド1本の断面における短辺 mm 

ｍ１ 弁本体・ガイドの質量 kg 

ｍ２ ばねガイドの質量 kg 

ｍＤ 弁体の質量 kg 
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表2－9 スプリング式治具の応力評価に用いる記号(2/2) 

記号 記号の説明 単位 

Ｍ１ 弁本体・ガイドに発生する曲げモーメント N・mm 

Ｍ２ ばねガイドに発生する曲げモーメント N・mm 

ＭＺ 弁体の軸に発生する曲げモーメント N・mm 

ｙｇ 矩形，円形ガイド1本の図心とX軸との距離 mm 

Ｓ 
ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ 付録材料図表Part5表5鉄鋼材料（ボルト

材を除く）の各温度における許容引張応力 
MPa 

ｔ 弁体の板厚 mm 

Ｗｄ１ 弁本体・ガイドの自重 N 

Ｗｄ２ ばねガイドの自重 N 

ＷＤ 弁体の自重による荷重 N 

σＨ１ 弁本体・ガイドに加わる曲げ応力 MPa 

σＨ２ ばねガイドに加わる曲げ応力 MPa 

σＶ１ 弁本体・ガイドに加わる引張応力 MPa 

σＶ２ ばねガイドに加わる引張応力 MPa 

σＤ 弁体の円板に加わる曲げ応力 MPa 

σＺ 弁体の軸に加わる曲げ応力 MPa 
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3. 評価部位 

(1) フロート式治具 

    フロート式治具は，弁本体，フロート，フロートガイド等で構成されている。耐震評価に

おいては，応力評価による評価部位として，弁本体及びフロートガイドを選定し，構造健全

性評価による評価部位としてフロート及び取付部を選定する。また，機能維持評価による評

価部位として，フロート式治具を選定する。フロート式治具の評価部位について図3－1に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図中の①～②は応力評価による評価部位を，③～④は構造健全性評価による評価部位を， 

それぞれ示す。 

 

図3－1 フロート式治具の評価部位 

  

④取付部 

②フロートガイド 

①弁本体 

③フロート 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具は，弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体等で構成されている。耐震評価

においては，応力評価による評価部位として，弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体を選定

する。構造健全性評価による評価部位として弁体及び取付部を選定する。 

また，機能維持評価による評価部位としてスプリング式治具を選定する。スプリング式治

具の評価部位について，図3－2に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の①～④は応力評価箇所を，④～⑤は構造健全性評価箇所を示す。 

 

図3－2 スプリング式治具の評価部位 

 

 

 

  

④弁体 

②ガイド ③ばねガイド 

⑤取付部 

 

①弁本体 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップは閉止キャップ本体及びОリング又はパッキンの止水材で構成されている。

構造健全性評価による評価部位として閉止キャップを選定する。また、機能維持評価による

評価部位として閉止キャップを選定する。閉止キャップの評価部位について図3－3に示す。 

 

図中の①は構造健全性評価による評価部位を示す。 

 

図3－3 閉止キャップの評価部位 

  



22 

K
7
 
①
Ⅴ
-
2
-1
0
-
2-
4
-
1 
R
1 

(4) 閉止栓 

閉止栓はボルトやゴムリング等で構成されている。構造健全性評価による評価部位として

閉止栓を選定する。また、機能維持評価による評価部位として閉止栓を選定する。閉止栓の

評価部位について図3－4に示す。 

 

図中の①は構造健全性評価による評価部位を示す。 

 

図3－4 閉止栓の評価部位 

 

  

①閉止栓 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) フロート式治具 

    フロート式治具の構造に応じて，保守的に固有周期が大きく算出されるよう，より柔とな

るようにモデル化し，固有周期を算出する。また，その場合においても固有周期が0.05s以下

であることを確認する。 

 

   a. 解析モデル 

     質量の不均一性を考慮し，一方の端を固定端，他方の端を自由端の1質点系モデルとして，

自由端に弁の全質量ｍが集中したモデルを組む。モデル化は，円筒状の弁本体及び円柱状

の4本のフロートガイドの異なる2つの断面をもつ梁の組合せとして設定する。モデル化の

概略を図4－1に示す。 

 

 

図4－1 モデル化の概略 

 

   b. 固有周期の計算 

     固有周期の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。固有周期Ｔを以下の式より算出す

る。 

     Ｔ＝
１

ｆ
 

     ｆ＝
１

2・π
・

ｋ

ｍ
 

     ｋ＝
3・Ｅ・Ｉ

ｍ

ℓ
１
＋ℓ

2

３
× 103  

  

Im1

I
m2
 

弁本体の長さℓ1 

フロートガイド 

の長さℓ
2
 

I
m1
 

I
m2

弁全体の長さ 

ℓ1+ℓ2 ばね定数 k 

弁の全質量 m 

I
m
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      モデルの等価断面二次モーメントＩｍの算出過程を以下に示す。 

    (a) モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメント 

      モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメンＩｍ1は，以下の式より算出する。 

      Ｉ
ｍ１

＝（Ｄ
ｍ

４
－ｄ

ｍ

４
）・

π

64
 

 
    (b) モデル化に用いるフロートガイド4本の等価断面二次モーメント 

       平行軸の定理から，フロートガイドの図心GとX軸の距離ｙｇを用いて，モデル化に

用いるフロートガイド4本の等価断面二次モーメントＩｍ2は，以下の式より算出する。

フロートガイド4本の断面を図4－2に示す。 

      Ｉ
ａ
＝Ｄ

ｆｍ

４
・

π

64
 

      Ｉ
ｍ２

＝2・Ｉ
ａ
＋2・（Ｉ

ａ
＋ ｙｇ

２
・Ａ） 

 

 

 
 

図4－2 フロートガイド4本の断面 

 

    (c) モデルの等価断面二次モーメント 

      モデルの等価断面二次モーメントＩｍは，以下の式より算出する。 

      Ｉ
ｍ
＝

ℓ
１
＋ℓ

２

３
・Ｉ

ｍ１
・Ｉ

ｍ２

Ｉ
ｍ１

・ℓ
２

３
＋Ｉ

ｍ２
・ ℓ

１

３
＋3ℓ

１
・ℓ

２

２
＋3ℓ

１

２
・ℓ

２
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の構造に応じて，保守的に固有周期が大きく算出されるよう，より柔と

なるようにモデル化し，固有周期を算出する。また，その場合においても固有周期が0.05s

以下であることを確認する。 

 

a. 解析モデル 

質量の不均一性を考慮し，一方の端を固定端，他方の端を自由端の１質点系モデルとし

て，自由端に治具の全質量ｍが集中したモデルを組む。モデル化は，弁本体と矩形もしく

は円形の４本のガイドを持つ部分を「弁本体・ガイド」と称し，円筒状の部分を「ばねガ

イド」と称する２つの断面を持つ梁の組合せとして設定する。モデル化の概略を図4－3に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－3 スプリング式治具のモデル化の概略 

 

 

  

ℓ
１
 

ℓ
１
＋
ℓ
２
 

ℓ
２
 

弁本体 

ス
プ

リ
ン
グ
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さ
 

ガイド 
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固定端 

ばね定数 ｋ 
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b. 固有周期の計算 

固有周期の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

固有周期Ｔを以下の式より算出する。 

Ｔ＝
１

ｆ
 

ｆ＝
1

2・π

ｋ

ｍ
 

ｋ＝
3・Ｅ・Ｉ

ｍ

ℓ
１
＋ℓ

２

３
× 103  

 

モデルの等価断面二次モーメントＩｍの算出過程を以下に示す。 

    (a) モデル化に用いる弁本体・ガイドの断面二次モーメント 

モデル化に用いる弁本体・ガイドの断面二次モーメントＩｍ１は，以下の式より算出す 

る。 

 

     イ. 外ねじ取付型の矩形ガイドの場合 

平行軸の定理から，ガイドの図心とＸ軸の距離ｙｇを用いて，モデル化に用いる弁 

本体・ガイドの等価断面二次モーメントＩｍ１は，以下の式より算出する。弁本体・ガ

イドの矩形ガイド断面を図4－4に示す。 

Ｉ
ａ１

＝
ℓ
ｂ
・ℓ

ｈ

３

12
  Ｉ

ａ２
＝

ℓ
ｈ
・ℓ

ｂ

３

12
 

Ｉ
ｍ１

＝2・Ｉ
ａ２

＋2・ Ｉ
ａ１

＋ ｙｇ
２
・Ａ

Ｇ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－4 弁本体・ガイドの矩形ガイド断面 

  

ℓｂ 

ℓ
ｈ
 

ｙ
ｇ
 

矩形ガイドの図心 

X軸 
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     ロ. 内ねじ取付型及びフランジ取付型の円形ガイドの場合 

平行軸の定理から，円形ガイドの図心とX軸の距離ｙｇを用いて，モデル化に用いる 

弁本体・ガイドの等価断面二次モーメントＩｍ１は，以下の式より算出する。弁本体・

ガイドの円形ガイド断面を図4－5に示す。 

 

Ｉ
ａ
＝Ｄ

Ｇ

４
・

π

64
 

Ｉ
ｍ１

＝2・Ｉ
ａ
＋2・ Ｉ

ａ
＋ ｙｇ

２
・Ａ

Ｇ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 弁本体・ガイドの円形ガイド断面 

 

    (b) モデル化に用いるばねガイドの断面二次モーメント 

モデル化に用いるばねガイドの断面二次モーメントＩｍ２は，以下の式より算出する。 

ばねガイドの断面を図4－6に示す。 

 

Ｉ
ｍ２

＝ Ｄ
２

４ −ｄ
２

４
・

π

64
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－6 ばねガイドの断面 

円形ガイドの図心 

ｙ
ｇ
 

Ｄ
Ｇ
 

Ｘ軸 

ΦＤ２ 

Φ
ｄ

２
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    (c) モデルの等価断面二次モーメント 

モデルの等価断面二次モーメントＩｍは，以下の式より算出する。 

 Ｉ
ｍ
＝

ℓ
１
＋ℓ

２

３
・Ｉ

ｍ１
・Ｉ

ｍ２

Ｉ
ｍ１

・ℓ
２

３
＋Ｉ

ｍ２
・ ℓ

１

３
＋3・ℓ

１
・ℓ

２

２
＋3・ℓ

１

２
・ℓ

２

 

 

 

  (3) 閉止キャップ 

正弦波掃引試験（振動数範囲：5～50Hz、掃引速度：1オクターブ/min）により振動数を把

握する。 

 

(4) 閉止栓 

    正弦波掃引試験（振動数範囲：5～50Hz、掃引速度：1オクターブ/min）により振動数を把

握する。 
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 4.2 固有周期の計算条件 

(1) フロート式治具 

    表4－1～表4－3に外ねじ取付型，内ねじ取付型及びフランジ取付型における固有周期の計 

   算条件を示す。 

 

表4－1 外ねじ取付型の固有振動数の計算条件 

フロートガイド 

の材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に 

用いる弁本体

の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる弁本体

の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用

いるフロート

ガイドの直径

Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS304 2.90 75 38 6.6 

 

フロートガイドの 

図心GとX軸の距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 
(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの長さ 

ℓ  

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

30 41 102 1.94×105 

注記＊ ：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 

 

表4－2 内ねじ取付型の固有振動数の計算条件 

フロートガイド 

の材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に 

用いる弁本体

の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる弁本体

の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用

いるフロート

ガイドの直径

Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS304 2.15 75 65 6.6 

 

フロートガイドの 

図心GとX軸の距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 
(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの長さ

ℓ  

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

30 30 102 1.94×105 

注記＊ ：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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表4－3 フランジ取付型の固有振動数の計算条件 

フロートガイド 

の材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に 

用いる弁本体

の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる弁本体

の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に用

いるフロート

ガイドの直径

Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS316L 3.97 75 65 6.6 

 

フロートガイドの 

図心GとX軸の距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

長さ 
ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

30 32 102 1.94×105 

注記＊ ：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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(2) スプリング式治具 

 表4－4から表4－6に外ねじ取付型，内ねじ取付型，フランジ取付型の固有周期の計算条件 

を示す。 

 

表4－4 外ねじ取付型の固有周期の計算条件 

モデルの材質 

モデル化に用いる

浸水防止治具の全

質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いる

ガイド1本におけ

る断面形状の長辺 

ℓｂ 

(mm) 

モデル化に用いる

ガイド1本におけ

る断面形状の短辺 

ℓｈ 

(mm) 

ガイド1本の図心

とX軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

SUS316L 0.94 5 3 34 

 

モデル化に用いる

弁本体・ガイドの

長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの外径 

Ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの内径 

ｄ２ 

(mm) 

モデル化に 

用いる部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

40 75.5 10.5 8.2 1.94×105 

注記＊ ：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 

 

表4－5 内ねじ取付型の固有周期の計算条件 

モデルの材質 

モデル化に用いる浸水

防止治具の全質量ｍ 

(kg) 

モデル化に用いるガイド

1本の直径 

ＤＧ 

(mm) 

ガイド1本の図心と 

X軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

SUS316L 0.705 2.459 31 

 

モデル化に用い

る弁本体・ガイド

の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

外径 

Ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

内径 

ｄ２ 

(mm) 

モデル化に 

用いる部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

40 75.5 10.5 8.2 1.94×105 

注記＊ ：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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表4－6 フランジ取付型の固有周期の計算条件 

モデルの材質 

モデル化に用いる

浸水防止治具の 

全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いるガイド

1本の直径 

ＤＧ 

(mm) 

ガイド1本の図心と 

X軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

SUS316L 1.169 2.459 31 

 

モデル化に 

用いる弁本体・ 

ガイドの長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの外径 

Ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの内径 

ｄ２ 

(mm) 

モデル化に 

用いる部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

40 75.5 10.5 8.2 1.94×105 

注記＊ ：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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4.3 固有周期の計算結果 

(1) フロート式治具 

    表4－7に固有周期の計算結果を示す。固有周期は，0.05s以下であることから，剛構造であ

る。 

 

表4－7 固有周期の計算結果 

型式 
固有周期 

（s） 

外ねじ取付型 0.002 

内ねじ取付型 0.002 

フランジ取付型 0.002 

 

(2) スプリング式治具 

    表4－8に固有周期の計算結果を示す。固有周期は，0.05s以下であることから，剛構造であ

る。 

 

表4－8 固有周期の計算結果 

型式 
固有周期 

（s） 

外ねじ取付型 0.009 

内ねじ取付型 0.008 

フランジ取付型 0.010 
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(3) 閉止キャップ 

    表4－9に掃引試験で求めた固有周期を示す。固有周期は，0.05s以下であることから，剛構

造である。 

 

表4－9 固有周期の試験結果 

評価部位 
固有周期 

（s） 

閉止キャップ 0.02以下 

 

(4) 閉止栓 

    表4－10に掃引試験で求めた固有周期を示す。固有周期は，0.05s以下であることから，剛

構造である。 

 

表4－10 固有周期の試験結果 

評価部位 
固有周期 

（s） 

閉止栓 0.02以下 
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5. 構造強度評価 

 5.1 構造強度評価方法 

   床ドレンライン浸水防止治具の耐震評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定して

いる荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3. 評価部位」にて設定する評価部

位に作用する応力等が「5.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確認する。 
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 5.2 荷重及び荷重の組合せ 

  5.2.1 荷重の設定 

(1) フロート式治具 

    a. 固定荷重（Ｄ） 

      常時作用する荷重として，弁全体の自重Ｗｄ１及びフロートガイドの自重Ｗｄ２を考慮し，

以下の式より算出する。 

      Ｗ
ｄ１

＝ｍ
１
・ɡ 

      Ｗ
ｄ２

＝ｍ
２
・ɡ 

 

    b. 基準地震動ＳＳによる地震荷重（ＳＳ） 

      基準地震動ＳＳによる地震荷重ＦＨ１，ＦＶ１，ＦＨ２，ＦＶ２を考慮し，以下の式より算

出する。 

      Ｆ
Ｈ１

＝ｍ
１
・Ｃ

Ｈ
・ɡ 

      Ｆ
Ｈ２

＝ｍ
２
・Ｃ

Ｈ
・ɡ 

      Ｆ
Ｖ１

＝ｍ
１
・Ｃ

Ｖ
・ɡ 

      Ｆ
Ｖ２

＝ｍ
２
・Ｃ

Ｖ
・ɡ 

 

(2) スプリング式治具 

a. 固定荷重（Ｄ） 

常時作用する荷重として，弁本体・ガイド及びばねガイド並びに弁体の自重を考慮し，

以下の式より算出する。 

 Ｗ
ｄ１

＝ｍ
１
・ɡ 

 Ｗ
ｄ２

＝ｍ
２
・ɡ 

 Ｗ
Ｄ
＝ｍ

Ｄ
・ɡ 

 

b. 基準地震動ＳＳによる地震荷重（ＳＳ） 

基準地震動ＳＳによる地震荷重ＦＨ１，ＦＨ２，ＦＶ１，ＦＶ２，ＦＨＺ，ＦＶＤを考慮し，以

下の式より算出する。 

 Ｆ
Ｈ１

＝ｍ
１
・Ｃ

Ｈ
・ɡ 
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 Ｆ
Ｈ２

＝ｍ
２
・Ｃ

Ｈ
・ɡ 

 Ｆ
Ｖ１

＝ｍ
１
・Ｃ

Ｖ
・ɡ 

 Ｆ
Ｖ２

＝ｍ
２
・Ｃ

Ｖ
・ɡ 

 Ｆ
ＨＺ

＝ｍ
Ｄ
・Ｃ

Ｈ
・ɡ 

 Ｆ
ＶＤ

＝ｍ
Ｄ
・Ｃ

Ｖ
・ɡ 
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  5.2.2 荷重の組合せ 

     床ドレンライン浸水防止治具の耐震計算にて考慮する荷重の組合せを表5－1に示す。 

 

表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 荷重の組合せ＊1＊2 許容応力状態 

浸水防護施設 

(浸水防止設備) 

床ドレンライン 

浸水防止治具 
Ｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅢＡＳ 

注記 ＊1：Ｄは固定荷重，ＰＤは最高使用圧力による荷重，ＭＤは機械的荷重，ＳＳは基準地

震動ＳＳによる地震荷重を示す。 

   ＊2：最高使用圧力による荷重（ＰＤ），機械的荷重（ＭＤ）は荷重がかからないため

考慮しない。固定荷重（Ｄ）及び基準地震動（ＳＳ）の組合せが荷重を緩和する

方向に作用する場合，保守的にこれを組合せない評価を実施する。 
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 5.3 許容限界 

  (1) フロート式治具 

フロート式治具の弁本体及びフロートガイドの許容限界を表5－2に，許容応力評価条件を

表5－3にそれぞれ示す。また，弁本体及びフロートガイドの許容応力算出結果を表5－4にそ

れぞれ示す。 

 

表5－2 弁本体及びフロートガイドの許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次応力 

引張り 曲げ 組合せ＊2 

ⅢＡＳ＊3 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 

   注記＊1：引張り及び曲げ応力は，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984を準用し，｢管｣の許容限界 

       のうちクラス２，３配管に対する許容限界に準じて設定する。 

     ＊2：引張と曲げの組合せである。 

     ＊3：地震後，津波後の再使用性や津波の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能 

       力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有するよう，設備を構成する材料が弾

性域内に収まることを基本とする。 

 

表5－3 弁本体及びフロートガイドの許容応力評価条件 

型式 評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ＊ 

（MPa） 

外ねじ取付型 
弁本体 SUS303 

40 

129 
フロートガイド SUS304 

内ねじ取付型 
弁本体 SUS303 

フロートガイド SUS304 

フランジ取付型 
弁本体 SUS316L 

111 
フロートガイド SUS316L 

  注記＊：鉄鋼材料（ボルト材を除く）の許容引張応力を示す。 
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表5－4 弁本体及びフロートガイドの許容応力算出結果 

許容応力状態 型式 評価部位 

許容限界 

一次応力 

引張り 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

曲げ 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

組合せ 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

ⅢＡＳ 

外ねじ取付型 
弁本体 154 154 154 

フロートガイド 154 154 154 

内ねじ取付型 
弁本体 154 154 154 

フロートガイド 154 154 154 

フランジ取付型 
弁本体 133 133 133 

フロートガイド 133 133 133 

 

(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容限界を表5－5，許容応力

評価条件を表5－6にそれぞれ示す。また弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容応力算

出結果を表5－7にそれぞれ示す。 

 

表5－5 弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次応力 

引張り 曲げ 組合せ＊2 

ⅢＡＳ＊3 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 

注記＊1：引張り及び曲げ応力は，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984を準用し，「管」の許容 

限界のうちクラス２，３配管に対する許容限界に準じて設定する。 

＊2：引張りと曲げの組合せである。 

＊3：地震後，津波後の再使用性や津波の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の変形

能力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有するよう，設備を構成する材料

が弾性域内に収まることを基本とする。 
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表5－6 弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容応力評価条件 

型式 評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ＊ 

(MPa) 

外ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド SUS316L 

40 111 

ばねガイド SUS316L 

弁体 SUS316L 

内ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド SUS316L 

ばねガイド SUS316L 

弁体 SUS316L 

フランジ 

取付型 

弁本体・ガイド SUS316L 

ばねガイド SUS316L 

弁体 SUS316L 

注記＊：鉄鋼材料（ボルト材を除く）の許容引張応力を示す。 

 

表5－7 弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容応力算出結果 

許容 

応力状態 
型式 評価部位 

許容限界 

一次応力 

引張り 

1.2・Ｓ 

(MPa) 

曲げ 

1.2・Ｓ 

(MPa) 

組合せ 

1.2・Ｓ 

(MPa) 

ⅢＡＳ 

外ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 133 133 133 

ばねガイド 133 133 133 

弁体 133 133 133 

内ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 133 133 133 

ばねガイド 133 133 133 

弁体 133 133 133 

フランジ 

取付型 

弁本体・ガイド 133 133 133 

ばねガイド 133 133 133 

弁体 133 133 133 
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 5.4 設計用地震力 

   「4. 固有周期」に示したとおり床ドレンライン浸水防止治具の固有周期が0.05s以下である

ことを確認したため，床ドレンライン浸水防止治具の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅴ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に示す床ドレンライン浸水防止治具における設置床の最大応

答加速度の1.2倍を考慮して設定する。床ドレンライン浸水防止治具の耐震計算に用いる設計 

震度を表5－8～表5－11に示す。 

 

表5－8 フロート式治具の設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 地震による設計震度＊2＊3 

基準地震動 

ＳＳ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向ＣＨ 3.61 

鉛直方向Ｃｖ 2.30 

  注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：｢4. 固有周期｣より，床ドレンライン浸水防止治具の固有周期が0.05s以下であること 

を確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の1.2倍を考慮した設計 

震度を設定した。 

    ＊3：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包絡 

できる最上階に設定した。 

 

表5－9 スプリング式治具の設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 地震による設計震度＊2＊3 

基準地震動 

ＳＳ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向ＣＨ 3.61 

鉛直方向ＣＶ 2.30 

  注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：｢4. 固有周期｣より，床ドレンライン浸水防止治具の固有周期が0.05s以下であること 

を確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の1.2倍を考慮した設計 

震度を設定した。 

    ＊3：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包絡 

できる最上階に設定した。 
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表5－10 閉止キャップの設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 地震による設計震度＊2＊3 

基準地震動 

ＳＳ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向ＣＨ 3.61 

鉛直方向ＣＶ 2.30 

  注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：｢4. 固有周期｣より，床ドレンライン浸水防止治具の固有周期が0.05s以下であること 

を確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の1.2倍を考慮した設計 

震度を設定した。 

    ＊3：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包絡 

できる最上階に設定した。 

 

 

表5－11 閉止栓の設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 地震による設計震度＊2＊3 

基準地震動 

ＳＳ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向ＣＨ 3.61 

鉛直方向ＣＶ 2.30 

  注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：｢4. 固有周期｣より，床ドレンライン浸水防止治具の固有周期が0.05s以下であること 

を確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の1.2倍を考慮した設計 

震度を設定した。 

    ＊3：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包絡 

できる最上階に設定した。 
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 5.5 計算方法 

  (1) フロート式治具 

a. 弁本体 

     弁本体の発生応力を算出する。弁本体の応力評価に用いる断面積Ａ1は，図5－1に示すと

おり，弁本体のうち最も肉厚が薄い断面を適用する。 

 

 

図 5－1 フロート式治具本体の構造図 

 

    (a) 鉛直応答加速度負荷時 

      鉛直応答加速度により，弁本体に加わる引張応力σＶ１を以下の式より算出する。 

      σ
Ｖ１

＝
Ｗ

ｄ１
＋Ｆ

Ｖ１

Ａ
１

 
 

    (b) 水平応答加速度負荷時 

      弁体の最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度により，弁本 

体に加わる曲げ応力σＨ1を以下の式より算出する。 

      Ｍ
１
＝Ｆ

Ｈ１
・Ｌ

１
 

      Ｉ
１
＝（Ｄ

１

４
－ｄ

１

４
）・

π

64
 

弁本体の断面積 A
1
 

弁本体の外径 D
1
 

弁本体の内径 d
1
 

弁全体の 

長さ L
1
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      σ
Ｈ１

＝

Ｍ
１
・

Ｄ
１

2

Ｉ
１

 
   b. フロートガイド 

     フロートガイドの応力評価に用いるフロートガイドの最小断面積Ａ2は，以下の図5－2

に示すフロートガイドの最小直径Ｄ2から求める。フロートガイドの最小断面積Ａ2はフロ

ートガイドのうち最も肉厚が薄い断面を適用する。 

 

 

図 5－2 フロートガイドの応力評価に用いる断面積 

 

    (a) 鉛直応答加速度負荷時 

      鉛直応答加速度により，フロートガイドの最小断面積に加わる引張応力σＶ2を以下の 

式より算出する。 

      σ
Ｖ２

＝
Ｗ

ｄ２
＋Ｆ

Ｖ２

Ａ
２

 
 

    (b) 水平応答加速度負荷時 

      フロートガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度に 

より，フロートガイドの最小断面積に加わる曲げ応力σＨ2を以下の式より算出する。 

      Ｍ
２
＝Ｆ

Ｈ２
・Ｌ

２
 

      Ｉ
２
＝Ｄ

２

４
・

π

64
 

フロートガイドの 

最小断面積Ａ２ 

フロートガイド 

フロートガイドの 
最小直径Ｄ２ 



46 

K
7
 
①
Ⅴ
-
2
-1
0
-
2-
4
-
1 
R
1 

      σ
Ｈ２

＝

Ｍ
２
・

Ｄ
２

2

Ｉ
２
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(2) スプリング式治具 

a. 弁本体・ガイド 

弁本体・ガイドの発生応力を算出する。モデル化は，弁本体と矩形もしくは円形の4本の

ガイドを持つ部分を「弁本体・ガイド」として設定する。弁本体・ガイドの応力評価に用

いる断面積Ａ1は図5－3に示すとおり，弁本体・ガイドのうち最も断面積が小さい断面を適

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 スプリング式治具 弁本体・ガイドの構造図 

 

    (a) 鉛直応答加速度負荷時 

鉛直応答加速度により，弁本体・ガイドに加わる引張応力σＶ１を以下の式より算出す 

る。 

σ
Ｖ１

＝
Ｗ

ｄ１
+ Ｆ

Ｖ１

Ａ
１

 

 

    (b) 水平応答加速度負荷時 

弁本体・ガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度に 

より，弁本体・ガイドに加わる曲げ応力σＨ１を以下の式より算出する。 

Ｍ
１
＝Ｆ

Ｈ１
・Ｌ

１
 

σ
Ｈ１

＝

Ｍ
１
・

Ｄ
１

2

Ｉ
１

 

Ｄ
１
 

内ねじ取付型 

フランジ取付型 

弁本体・ガイド

Ａ１ 

ばねガイド部 

外ねじ取付型 

Ｌ
２
 

Ｄ
１
 

Ａ１ 

Ｉ２ 

Ｌ
１
 Ｉ１ 

Ｄ
１
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     イ. 外ねじ取付型の場合 

弁本体・ガイドのうち最も断面積の小さい断面は4本のガイド（矩形）部分である。 

したがって，1本の矩形ガイドの断面二次モーメントを矩形の長辺ｂと短辺ｈから求め，

全体の断面二次モーメントを算出する。 

 Ｉ
ａ１

＝
ℓ
ｂ
・ℓ

ｈ

３

12
 

 Ｉ
ａ２

＝
ℓ ・ℓ

３

12
 

Ｉ
１
＝2・Ｉ

ａ２
＋2・ Ｉ

ａ１
＋ ｙｇ

２
・Ａ

Ｇ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－4 外ねじ取付型の断面二次モーメント 

 

     ロ. 内ねじ取付型及びフランジ取付型の場合 

内ねじ取付型及びフランジ取付型はガイド1本の断面形状が円形であり，外径が 

ＤＧである。 

      Ｉ
ａ
＝Ｄ

Ｇ

４
・

π

64
 

      Ｉ
１

= 2・Ｉ
ａ

+ 2・ Ｉ
ａ
＋ ｙｇ

２
・Ａ

Ｇ
 

 

 

  

ℓｂ 

ℓ
ｈ
 

ｙ
ｇ
 

矩形ガイドの図心 

X軸 

ΦＤ１ 
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図5－5 内ねじ取付型及びフランジ取付型の断面二次モーメント 

 

b. ばねガイド 

ばねガイドの発生応力を算出する。図5－6にばねガイドの断面を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図5－6 ばねガイドの断面 

 

    (a) 鉛直応答加速度負荷時 

鉛直応答加速度により，ばねガイドに加わる引張応力σＶ２を以下の式より算出する。 

σ
Ｖ２

＝
Ｗ

ｄ２
＋Ｆ

Ｖ２

Ａ
２

 

 

    (b) 水平応答加速度負荷時 

ばねガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度により， 

ばねガイドに加わる曲げ応力σＨ２を以下の式より算出する。 

 

Ｍ
２
＝Ｆ

Ｈ２
・Ｌ

２
 

Φ
ｄ

２
 

円形ガイドの図心 

ｙ
ｇ
 

ΦＤ１ 

X軸 

Ｄ
Ｇ
 

ΦＤ２ 



50 

K
7
 
①
Ⅴ
-
2
-1
0
-
2-
4
-
1 
R
1 

Ｉ
２
＝ Ｄ

２

４ −ｄ
２

４
・

π

64
 

σ
Ｈ２

＝

Ｍ
２
・

Ｄ
２

2

Ｉ
２

 

 

c. 弁体 

弁体の発生応力を算出する。 

 

    (a) 鉛直応答加速度負荷時 

図5－7に示すとおり，鉛直応答加速度により弁体は弁座に押し付けられ曲げ応力が発 

生する。曲げ応力σＤを以下の式より算出する。ただし，弁体の自重による荷重ＷＤは曲

げ応力σＤを緩和する方向に作用するため考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－7 弁体の円板に加わる曲げモーメント 

 

σ ＝1.24・

Ｗ
Ｄ
＋Ｆ

ＶＤ

Ａ
Ｄ

・
Ｄ

Ｄ

2

２

ｔ
２

 

 

  

鉛直地震 

弁体 

弁座 ΦＤＤ 
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    (b) 水平応答加速度負荷時 

図5－8に示すとおり，弁体の軸の最上端に集中荷重が負荷された片持ち梁として発生 

する曲げ応力σＺを以下の式より算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－8 弁体の軸に加わる曲げモーメント 

 

Ｍ
Ｚ
＝Ｆ

ＨＺ
・Ｌ

Ｚ
 

 

Ｉ
Ｚ
＝Ｄ

Ｚ

４
・

π

64
 

 

σ
Ｚ
＝

Ｍ
Ｚ
・

Ｄ
Ｚ

2

Ｉ
Ｚ

 

 

 

  

弁体 

ばねガイド 

弁体の質量ｍＤ 

地震荷重ＦＨｚ 

Ｌ
Ｚ
 

φＤＺ 
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5.6 計算条件 

(1) フロート式治具 

フロート式治具の応力評価に用いる計算条件を表5－12～表5－14に示す。 

 

表5－12 外ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体の材質 

弁本体の断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS303 3284 2.90 120 

 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

最小断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

75 38 SUS304 34.21 

 

フロートガイドの 

1本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

0.05 102 6.6 9.80665 
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表5－13 内ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体の材質 

弁本体の断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS303 1100 2.15 130 

 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

最小断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

75 65 SUS304 34.21 

 

フロートガイドの 

1本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

 (mm) 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

0.05 102 6.6 9.80665 
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表5－14 フランジ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体の材質 

弁本体の断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS316L 1100 3.97 130 

 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

最小断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

75 65 SUS316L 34.21 

 

フロートガイドの 

1本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

0.05 102 6.6 9.80665 
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  (2) スプリング式治具 

スプリング式治具の応力評価に用いる計算条件を表5－15～表5－17に示す。 

 

表5－15 外ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体・ガイド 

の材質 

弁本体・ガイドの 

最小断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁本体・ガイドの 

質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁本体・ガイドの 

長さ 

Ｌ1 

(mm) 

4本ガイドの 

最大外径 

Ｄ１ 

(mm) 

SUS316L 60 0.809 40 71 

 

矩形ガイド1本の 

断面の長辺 

ℓｂ 

(mm) 

矩形ガイド1本の 

断面の短辺 

ℓｈ 

(mm) 

矩形ガイドの 

図心と 

X軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

ばねガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

矩形ガイド1本の 

断面積 

ＡＧ 

(mm2) 

5 3 34 75.5 15 

 

ばねガイド 

の材質 

ばねガイドの 

質量 

ｍ２ 

(kg) 

ばねガイドの 

最小断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

ばねガイドの 

外径 

Ｄ２ 

(mm) 

ばねガイドの 

内径 

ｄ２ 

(mm) 

SUS316L 0.03 33.78 10.5 8.2 

 

弁体の材質 

弁体の質量 

ｍＤ 

(kg) 

弁体の外径 

ＤＤ 

(mm) 

弁体の板厚 

ｔ 

(mm) 

弁体の軸の長さ 

ＬＺ 

(mm) 

SUS316L 0.101 55 4 32 

 

弁体の軸の外径 

ＤＺ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

 (m/s2) 

8 9.80665 

 

  



56 

K
7
 
①
Ⅴ
-
2
-1
0
-
2-
4
-
1 
R
1 

 

表5－16 内ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体・ガイド 

の材質 

弁本体・ガイドの 

最小断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁本体・ガイドの 

質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁本体・ガイドの 

長さ 

Ｌ1 

(mm) 

4本ガイドの 

最大外径 

Ｄ１ 

(mm) 

SUS316L 19.00 0.574 40 64.459 

 

円形ガイドの 

外径 

ＤＧ 

(mm) 

円形ガイドの 

図心と 

X軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

ばねガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

円形ガイド1本の 

断面積 

ＡＧ 

(mm2) 

ばねガイド 

の材質 

2.459 31 75.5 4.749 SUS316L 

 

ばねガイドの 

質量 

ｍ２ 

(kg) 

ばねガイドの 

最小断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

ばねガイドの 

外径 

Ｄ２ 

 (mm) 

ばねガイドの 

内径 

ｄ２ 

(mm) 

0.03 33.78 10.5 8.2 

 

弁体の材質 

弁体の質量 

ｍＤ 

(kg) 

弁体の外径 

ＤＤ 

(mm) 

弁体の板厚 

ｔ 

(mm) 

弁体の軸の長さ 

ＬＺ 

(mm) 

SUS316L 0.101 55 4 32 

 

弁体の軸の外径 

ＤＺ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

 (m/s2) 

8 9.80665 
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表5－17 フランジ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体・ガイド 

の材質 

弁本体・ガイドの 

最小断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁本体・ガイドの 

質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁本体・ガイドの 

長さ 

Ｌ1 

(mm) 

4本ガイドの 

最大外径 

Ｄ１ 

(mm) 

SUS316L 19.00 1.038 40 64.459 

 

円形ガイドの 

外径 

ＤＧ 

(mm) 

円形ガイドの 

図心と 

X軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

ばねガイドの 

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

円形ガイド1本の 

断面積 

ＡＧ 

(mm2) 

ばねガイド 

の材質 

2.459 31 75.5 4.749 SUS316L 

 

ばねガイドの 

質量 

ｍ２ 

(kg) 

ばねガイドの 

最小断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

ばねガイドの 

外径 

Ｄ２ 

(mm) 

ばねガイドの 

内径 

ｄ２ 

(mm) 

0.03 33.78 10.5 8.2 

 

弁体の材質 

弁体の質量 

ｍＤ 

(kg) 

弁体の外径 

ＤＤ 

(mm) 

弁体の板厚 

ｔ 

(mm) 

弁体の軸の長さ 

ＬＺ 

(mm) 

SUS316L 0.101 55 4 32 

 

弁体の軸の外径 

ＤＺ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

 (m/s2) 

8 9.80665 
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6. 機能維持評価 

  ｢3. 評価部位｣にて評価部位として設定した浸水防止治具の地震時及び地震後の機能維持を確

認するため，｢6.1 機能維持評価方法｣に示すとおり，浸水防止治具の加振試験後に浸水防止治具

の漏えい試験を実施することにより浸水防止治具の機能維持評価を実施した。 

 

 6.1 機能維持評価方法 

   床ドレンライン浸水防止治具の固有周期を考慮して，地震時における床ドレンライン浸水防

止治具の機能維持評価用加速度を設定し，設定した機能維持評価用加速度が機能確認済加速度

以下であることを確認する。機能確認済加速度には，正弦波加振試験において，止水性の機能

の健全性を確認した加振波の最大加速度を適用する。浸水防止治具の機能確認済加速度を表6

－1に示す。 

   具体的な機能維持確認として，床ドレンライン浸水防止治具に対して，正弦波により水平方

向及び鉛直方向の加振試験を実施後，Ⅴ-1-1-3-2-5「津波防護に関する施設の設計方針｣に示す

津波による溢水または内部溢水を踏まえ，それらの浸水後の水位を上回る圧力として0.35MPa

の水圧にて漏えい試験を実施し，漏えい量が許容漏えい量以下であることを確認した。本漏え

い試験の結果により，床ドレンライン浸水防止治具の地震時及び地震後の機能維持を確認した。 

   なお，固有値解析結果より，床ドレンライン浸水防止治具の固有周期0.05s以下であることを

確認したため，機能維持評価用加速度には保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度を使

用する。 

 

表6－1 浸水防止治具の機能確認済加速度 

評価部位 
機能確認済加速度(×9.8m/s2) 

水平方向 鉛直方向 

浸水防止治具 6.0 6.0 

  



59 

K
7
 
①
Ⅴ
-
2
-1
0
-
2-
4
-
1 
R
1 

7. 評価結果 

7.1 フロート式治具 

   フロート式治具の耐震評価結果を以下に示す。(1)，(2)及び(3)に示す評価結果から，フロー 

ト式治具が耐震性を有することを確認した。 

 

  (1) 基準地震動ＳＳに対する評価部位の応力評価 

    基準地震動ＳＳに対する評価部位の応力評価結果を表7－1に示す。発生応力が許容応力以 

下であることから構造部材が構造健全性を有することを確認した。 

 

表7－1 基準地震動ＳＳに対する評価部位の応力評価 

型式 評価部位 評価応力 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

外ねじ 

取付型 

弁本体 

引張り 1 

154 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

フロートガイド 

引張り 1 

曲 げ 7 

組合せ＊ 8 

内ねじ 

取付型 

弁本体 

引張り 1 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

フロートガイド 

引張り 1 

曲 げ 7 

組合せ＊ 8 

フランジ 

取付型 

弁本体 

引張り 1 

133 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

フロートガイド 

引張り 1 

曲 げ 7 

組合せ＊ 8 

 注記＊：引張(σＶ)＋曲げ(σＨ)は，σＶ＋σＨ≦1.2Ｓで評価  
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  (2) 基準地震動ＳＳに対するフロート式治具の機能維持評価 

    フロート式治具の機能維持評価結果を表7－2に示す。表7－2に示すとおり機能維持評価用 

加速度が機能確認済加速度以下であることからフロート式治具の機能維持を確認した。 

 

表7－2 フロート式治具の機能維持評価結果 

評価部位 

標高 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 

機能確認済加速度との比較 

水平加速度(×9.8m/s2) 鉛直加速度(×9.8m/s2) 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

フロート式 

治具 
44300 

タービン建屋 

最上階 
3.01 6.0 1.91 6.0 

 注記＊：｢4. 固有周期｣より，フロート式治具の固有周期が0.05s以下であることを確認したた 

め，機能維持評価用加速度には床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の 

中から，保守的に全てを包絡できる建屋最上階の最大応答加速度を使用した。 

 

  (3) 基準地震動ＳＳに対するフロート及び取付部の構造健全性評価 

    ｢(2) 基準地震動ＳＳに対するフロート式治具の機能維持評価｣に示したとおりフロート 

式治具治具の機能維持を確認したことにより，評価部位であるフロート及び取付部が構造健 

全性を有することを確認した。 
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7.2 スプリング式治具 

スプリング式治具の耐震評価結果を以下に示す。(1)，(2)及び(3)に示す評価結果から，スプ 

リング式治具が耐震性を有することを確認した。 

 

(1) 基準地震動ＳＳに対する評価部位の応力評価 

基準地震動ＳＳに対する評価部位の応力結果を表7－3に示す。発生応力が許容応力以下で 

あることから構造部材が構造健全性を有することを確認した。 

 

第7－3表 基準地震動ＳＳによる評価部位の応力結果 

型式 評価部位 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

外ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 

引張り 1 

133 

曲 げ 2 

組合せ＊ 3 

ばねガイド 

引張り 1 

曲 げ 2 

組合せ＊ 3 

弁体 
平板の曲げ 1 

軸の曲げ 3 

内ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 

引張り 1 

曲 げ 3 

組合せ＊ 4 

ばねガイド 

引張り 1 

曲 げ 2 

組合せ＊ 3 

弁体 
平板の曲げ 1 

軸の曲げ 3 

フランジ 

取付型 

弁本体・ガイド 

引張り 2 

曲 げ 6 

組合せ＊ 8 

ばねガイド 

引張り 1 

曲 げ 2 

組合せ＊ 3 

弁体 
平板の曲げ 1 

軸の曲げ 3 

注記＊：引張り（σＶ）+曲げ（σＨ）は，σＶ＋σＨ≦1.2Ｓで評価 
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(2) 基準地震動ＳＳに対するスプリング式治具の機能維持評価 

スプリング式治具の機能維持評価結果を表7－4に示す。表7－4に示すとおり機能維持評価 

用加速度が機能確認済加速度以下であることからスプリング式治具の機能維持を確認した。 

 

表7－4 スプリング式治具の機能維持評価結果 

評価部位 

標高 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 

機能確認済加速度との比較 

水平加速度(×9.8m/s2) 鉛直加速度(×9.8m/s2) 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

スプリング

式治具 
44300 

タービン建屋 

最上階 
3.01 6.0 1.91 6.0 

 注記＊：｢4. 固有周期｣より，フロート式治具の固有周期が0.05s以下であることを確認したた 

め，機能維持評価用加速度には床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の 

中から，保守的に全てを包絡できる建屋最上階の最大応答加速度を使用した。 

 

(3) 基準地震動ＳＳに対する弁座及び取付部の構造健全性評価 

「(2) 基準地震動ＳＳに対するスプリング式治具の機能維持評価」に示したとおりスプリ

ング式治具の機能維持を確認したことにより，評価部位である弁体及び取付部が構造健全性

を有することを確認した。 
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7.3 閉止キャップ 

(1) 基準地震動ＳＳに対する閉止キャップの機能維持評価 

    閉止キャップの機能維持評価結果を表7－5に示す。表7－5に示すとおり機能維持評価用加 

速度が機能確認済加速度以下であることから閉止キャップの機能維持を確認した。 

 

表7－5 閉止キャップの機能維持評価結果 

評価部位 

標高 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 

機能確認済加速度との比較 

水平加速度(×9.8m/s2) 鉛直加速度(×9.8m/s2) 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

閉止 

キャップ 
44300 

タービン建屋 

最上階 
3.01 6.0 1.91 6.0 

 注記＊：｢4. 固有周期｣より，フロート式治具の固有周期が0.05s以下であることを確認したた 

め，機能維持評価用加速度には床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の 

中から，保守的に全てを包絡できる建屋最上階の最大応答加速度を使用した。 

 

  (2) 基準地震動ＳＳに対する閉止キャップの構造健全性評価 

    ｢(1) 基準地震動ＳＳに対する閉止キャップの機能維持評価｣に示したとおり閉止キャッ 

   プの機能維持を確認したことにより，評価部位である閉止キャップが構造健全性を有するこ 

   とを確認した。 
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7.4 閉止栓 

(1) 基準地震動ＳＳに対する閉止栓の機能維持評価 

    閉止栓の機能維持評価結果を表7－6に示す。表7－6に示すとおり機能維持評価用加速度が 

機能確認済加速度以下であることから閉止栓の機能維持を確認した。 

 

表7－6 閉止栓の機能維持評価結果 

評価部位 

標高 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 

機能確認済加速度との比較 

水平加速度(×9.8m/s2) 鉛直加速度(×9.8m/s2) 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

機能維持 

評価用 

加速度＊ 

機能確認済 

加速度 

閉止栓 44300 
タービン建屋 

最上階 
3.01 6.0 1.91 6.0 

 注記＊：｢4. 固有周期｣より，フロート式治具の固有周期が0.05s以下であることを確認したた 

め，機能維持評価用加速度には床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の 

中から，保守的に全てを包絡できる建屋最上階の最大応答加速度を使用した。 

 

  (2) 基準地震動ＳＳに対する閉止栓の構造健全性評価 

    ｢(1) 基準地震動ＳＳに対する閉止栓の機能維持評価｣に示したとおり閉止栓の機能維持 

を確認したことにより，評価部位である閉止栓が構造健全性を有することを確認した。 

 

E
 


